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高齢者に対する健康づくり教室の効果と支援の検討 (第一報)

TheEffectofHealthPromotionClassroomforthe
ElderlyPeopleintheCorrmunity,

and
ConsiderationofHealthSupport
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要 旨

本研究では,地域の健康づくり教室に参加している高齢者を対象に,健康状態や日常生活の

自覚的な変化を明らかにし,健康づくり教室の中間評価と元気高齢者に対する健康づくり支援

の検討を行うことを目的とした｡

対象者は10名 (男性2名,女性 8名)で,平均年齢は74.0±4.7歳であった｡教室開始時に

自覚症状が有った者の内.腰痛4名全員,腰痛2名中1名は3カ月後に改善がみられたO腰痛､

腰痛が改善した者は､ 3カ月後の階段昇りや立位での更衣の項目で､日常生活自己評価が高く

なっていた｡体力測定値はすべての項目で維持 ･改善がみられ､ステップ台昇降測定時間は教

室開始時と比較して有意に短くなっていた (P〈O.05)｡また､3カ月後の測定時,全員が最高

角度の180度まで腕を挙上できたO

今回,高齢者の自己チェックや体力測定結果のフィー ドバックが自分のからだと向き合う機

会となり,心身機能の維持 ･改善につながっていることが示唆された｡
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Ⅰ.はじめに

現在,我が国において,ひとりでも多くの高齢

者が自立した日常生活を継続できることは喫緊の

課題である. 日本の65歳以上の老年人口割合は

2005年以降,20%以上を推移 しており,2009年10

月 1日現在では22.7%を占めている (財団法人厚

生統計協会,2010)｡高齢化の進行に伴 う要介護

高齢者数の増加や介護期間の長期化に対処するた

めの介護保険制度開始から10年以上が経過した今,

要介護者の認定者数.介護保険利用者数はともに

制度開始時と比較 して大きな伸びを示 している｡

介護保険利用者数の大幅な増加に伴い,介護保険

に係る総費用も3.6兆円から7.2兆円と2倍になっ

ている｡また,2007年の国民生活基礎調査による

と,健康上の問題で日常生活に影響のある者の人

口千人に対する割合は65歳以上では226.3,TO歳

以上では262.1,75歳以上では304.6と加齢に伴い

増加 している (財団法人厚生統計協会,2010)｡

このような中,高齢者の運動器の機能低下を予

防する取 り組みは健康寿命の延長の観点から重要
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である｡厚生労働省が作成 した ｢介護予防マニュ

アル (平成21年 3月改訂版)｣によると,高齢者

の身体活動丑を維持 ･向上し,運動器の機能を向

上することは,社会的 ･心理的老化の予防,さら

なる活動の向上,心身機能の向上につながり,最

終的には高齢者のQOLを高めると報告されてい

る (大捌,2009)｡

高齢者の健康づくり教室においては,実際,

｢椅子から楽に立ち上がれるようになった｣｢動く

意欲が高まった｣など,心身両面で確かな効果が

感 じられているo Lかし,短期間では体力測定

(身体機能)値に期待するほどの変化が現れない

(田中,2008)｡これは,健康づくり教室の参加者

は元々体力が高かったり,健康状態や体力の個人

差が大きかったりすることが影響するためと考え

られる｡

高齢者が安全に自立した生活を継続できるため

には,個人の心身の状態に合わせた健康づくりに

つなげていくことが重要である｡すなわち,元気

長寿社会の構築に向けて,高齢者が自分のからだ

の状態と向き合いながら健康づくりできるような

支援が必要である｡

そこで.今回,地域の健康づくり教室に参加し

ている高齢者を対象に,健康状態や日常生活の自

覚的な変化を明らかにし,健康づくり教室の中間

評価と元気高齢者に対する健康づくり支援の検討

を行 うことを目的とした｡

Ⅱ.方法

1.対象者

本研究の対象者は,地域の其健康づくり教室に

参加 している高齢者で,初回及び3カ月後の体力

測定を受診した者とした｡

2.教室の概要

本研究の対象とした健康づくり教室は, 1カ所

をモデル地区として宮崎県M市のA自治公民館に

て2011年 5月から週 1回 1時間, 1年間 (2011年

8月及び2012年 1月を除く)の開催が予定されて

いる｡教室の定員は約20名,対象は①M市に在住

の高齢者,②健康づくりに興味がある者で自由意

恩の応募者とした｡

健康運動指導士の指導のもと,チェアエクササ

イズを中心にボールやチューブを使用した有酸素

運動,ス トレッチ,筋力 トレーニングを実施 して

いる｡また,3カ月毎に,健康状態及び日常生活

の自己チェック,体力測定を実施している0

3.調査方法と調査内容

健康状態及び日常生活についての自己記入式質

問紙調査と体力測定を実施した｡

健康状態は,当日の体調,自覚症状,既往歴,

現病歴,服薬状況,転倒経験,当日の血圧につい

て尋ねた｡

日常生活は,｢休まないでどれくらい歩けるか

(連続歩行)｣,｢どれくらいの幅の稗をとび越えら

れるか (飛び越 し幅)｣,｢階段をどのようにして

昇るか (階段昇り)｣｢階段をどのようにして降り

るか (階段降り)｣,｢どれくらいの段差を楽に昇

り降りできるか (段差昇降)｣,｢座った姿勢から

どのようにして立ち上がれるか く座位からの立ち

上がり)｣,｢立ったままでパンツやショ-ツがはけ

るか (立位での更衣)｣,｢シャツの前ボタンを掛け

たり外したりできるか (シャツのボタンかけ)｣,

｢布団の上げ下ろしのような動作ができるか (布

団の上げ下ろし)｣の9項目について 3段階の自

己評価とした｡質問項目は,日常生活活動テス ト

(文部科学省,1999)を参考にして作成 し,高齢

者の日常生活に応じて一部改変した｡自己評価は,

連続歩行の場合,｢5-10分程度｣を 1点, ｢20

-40分程度｣を2点,｢1時間以上｣を3点とし

た｡各 日常生活についての自己評価のレベルと内

容は表 1に示した｡

体力測定では,身長,体重,BMI,体脂肪率,

血圧,肺清正等の身体計測と,椅子からの起立や

方向転換を要する歩行の要素を含んだTimedup

&gotest(TUG),長座体前屈,握力,ステッ

プ台昇降,腕の挙上角度の測定を行った.測定は,

日本健康運動看護学会認定の健康運動看護師と健

康運動指導士が実施した｡

後日,自己チェック,体力測定の結果をもとに,

研究者が個別の測定結果表を作成し.対象に返却
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表 1 日常生活自己評価票

く日*生活)

覆Bの自分の生者をふリムヽえって.あてはまる暮号にOをつけまし上うE

rql 休まないで､どれくらい歩けますか?

1.5-10分程度 2.20-40分確度 3.1時仰以上

rqZ どれくらいの嶋のitだったら､とび農えられますか7

1.できない 2.30伽l程度 3.50681確度

rqa 量度をどのようにして鼻旦ますか7
1.手すりや虫につかまらないと昇れない

2.ゆっくりなら.手すりや里E=つかまちすに昇れる

3.サッサと共にー手すりや空につかまらすl=舟れる

向4 度且をどのJ:うにして亀旦ますか7

1.手すLJや軌 =つかまらないと降りられない

2.ゆっくりなら､手すりや!削こつかまちヂI=陣LJられる

3.サッサと兼に､手すりや生につかまち丁に降t)られる

何5 どれくらいの段豊まで.集に舞ったL)鴨りたりできますか?

1.できない 2.30C爪曜JZ 3.50cm撞FE

同6 正き(★子にきった)の峯*からどのようにして_立ち上がれますか7

1.JCきない

2.羊を珠 く輝や肘掛け)についてなら立ち上がれる

3.手を使わずに立ち上がれる

印7 立ったままで.Jtンツやショーツがはけますか7

1.座らないとできない

2.何かにつかまれば立ったままできる

3.何にもつか苦らないで立ったままできる

冊8 ･>ヤツの鮒ボタンを.轟けたり外したりできますか?
1.できない

2.両手でできる

3,片手でもできる

PIO 市fZlの上げ下ろしのようなJa作ができ手すか7

1.できない

2.毛布やJtいものならできる

3,重い布団でも兼にできる

した｡また,健康運動指導士は集団と個別の運動

プログラムを作成 した｡参加者には,教室時以外

も運動を継続できるよう家 トレ記録表 (本教室の

健康遊動指導士が作成 した自宅用 トレーニング記

録表)とチューブ,ボールを配布 した｡

4.倫理的配慮

本研究は宮崎大学医学部医の倫理委員会の承認

を得て実施した (承認番号第685号)｡

教室開始時にNPO法人健康づくり研究会の代

表者が,健康状態や 日常生活の自己チェック,体

力測定結果を宮崎大学医学部と共同で取り扱 う旨

を口頭で説明し,参加者の同意を口頭で得た｡教

室の欠席や測定の中止は自由とした｡

体力測定時に得たデータは,NPO法人健康づ

くり研究会が運動プログラム作成及び運動指導,

大学が体力評価及び教室の効果分析の目的にのみ

使用することとした｡データは個人が特定されな

いよう記号化 した｡その際,対応表を作成 し連結

可能匿名化とした｡

5.分析方法

データの解析には,統計解析ソフ トSPSS14.0J

forWindowsを使用 した｡教室開始時と3カ月

後の自覚症状,日常生活自己評価,体力測定値を

比較 した｡ 自覚症状の変化はMcNemar検定,日

常生活自己評価,体力測定値の変化はWilcoxon

の符号付き順位和検定を行ったO有意水準は5%

未満とした｡

Ⅲ.結果

1.対象者の概要 (表 2)

教室参加者は,すべてA自治公民館周辺に在住

の高齢者であった｡定員約20名に対し.2011年 5
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月の教室開始時は14名であったが, 7月末時点で

17名が参加 している｡また, 1週間に 1回のプロ

グラム-の参加率は毎回 8割以上で,全員が継続

している｡

今回の対象者は 5月に実施 した初回の体力測定

及び 3カ月後の測定を受診 した10雀.で,男性 2名,

女性 8名であった｡年齢は65-79歳で,平均年齢

は74.0±4.7歳であった｡

教室開始時の参加者の健康特性を表 2に示 した｡

教室開始時に治療中の疾患があった者は 6名で,

関節等痛 4雀.(腰痛 3名,腰痛 1名),高血圧 3

名であったO

2.自覚的変化

1)自党症状の変化 (表 3)

教室開始時に自覚症状が有った者は5名で,膝

痛 4名,腰痛 2名,めまい 1名であった｡ 3カ月

後に自覚症状が有った者は2名lで,腰痛 1名,だ

るさl名であった0 3カ月後に改善がみられた自覚

症状は,膝痛 4名全員,腰痛 2名中 1名であった｡

2) 日常生活自己評価の変化 (表 4)

日常生活自己評価は9項目すべてにおいて,敬

室開始時と3カ月後の評価に有意な差はみられな

かった｡ しか し,個別の変化をみると,r階段昇

り｣ ｢階段降 り｣ ｢段差の昇降｣｢座位からの立ち

上が り｣ ｢立位での更衣｣の 5項 目について,敬

室開始時と比披 して 3カ月後の評価が高くなった

者がみられた｡ 自己評価の改善がみられた項 目と

事例は以下のとお りであった｡

｢階段昇 り｣は,治療中の疾患や自覚症状のな

かった事例 1が ｢ゆっくりなら,手す りや壁につ

かまらずに昇れる｣から ｢サッサと楽に手す りや

壁につかまらずに昇れる｣に変化 した｡

｢階段降 り｣は,3カ月後,膝痛の自覚症状が

改善 した事例 5が ｢手す りや壁につかまらないと

降 りられない｣から ｢ゆっくりなら,手す りや壁

につかまらずに降りられる｣に変化 した｡

｢段差の昇降｣は,治療中の疾患や自覚症状の

なかった事例 8及び事例10の 2名が ｢30cm程度｣

から ｢50cm程度｣になった｡

｢座位からの立ち上が り｣は,治療中の疾患や

表 2 教室開始時の参加者の健康特性 (n=10)

性別 年齢 治療中の疾患

事例 1 女性 65歳 なし

事例 2 男性 79歳 神経因性過活動膜脱､耳鳴り

事例 3 女性 78歳 なし

事例 4 女性 72歳 心臓病､高血圧

事例 5 女性 68歳 高血圧､臆病

事例 6 女性 79歳 メニエール症候群､腰痛

事例 7 女性 75歳 高血圧､膝痛

事例 8 男性 77歳 なし

事例 9 女性 73歳 膝痛

事例10 女性 74歳 なし

表3 自覚症状の変化 (∩=10)

開始時 3カ月後

事例 l

事例 2

事例 3

事例 4

事例 5

事例 6

事例 7

事例 8

事例 9

事例10

なし なし

腰痛､膝痛 なし *

なし なし

なし なし

膝痛 だるさ +

腰痛 腰痛

めまい､腺痛 なし *
なし なし

腰痛 なし ♯
なし なし

書は変化がみられた項目

表 4 日常生活自己評価(平均値±標準偏差)の変化 (n=10)

項 目 開始時 3カ月後 P値

連続歩行 2.6±0.5 2,6±0.5 1.000

とび越し幅 2.8±0.4 2.7±0.5 0.317

階段昇り

階段降り

段差の昇降

座位からの立ち上がり

立位での更衣

シャツのボタンかけ

布団の上げ下ろし

2.4±0.7

2.3±0.8

I.9士0.3

2.8±0.4

2.8±OA

2.5±0.5

2.7±0.5

2.5±0.7

2.4±0.7

2.1±0.6

2.9±0.3

2.9+_0.3

2.6±0.5

2.7±0.7

一｢
7

7

7

7

4

0

6

1

5

1

1

6

0

5

3

1

3

3

5

0

0

0

0

0

0

0

1

WHcoxonの符号付き順位和検定

自覚症状のなかった事例 8が ｢手をついてなら立

ち上がれる｣から ｢手を使わずに立ち上がれる｣

になった｡

｢立位での更衣｣は, 3カ月後,腰痛の自覚症

状が改善 した事例 5が ｢何かにつかまれば立って

できる｣から ｢何もつかまらずに立ってできる｣

に変化 した｡
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蓑5 体力測定値(平均値±標準偏差)の変化 (n=10)

項目 開始時 3カ月後 P値

TUG(秒) 6.8±0.8

長座体節屈(cm) 30.4±12.8

握力 (kE) 23.3±2.4

ステ ップ台昇降(秒) 4.9±1.4

腕挙上角度(痩) 172.5±12.7

6.6±0.7 0.172

32.9±12.2 0.137

24.2±5.3 0.514

4.0±0.4 0.012

180.0±0.0 0.102

注)Wi】coxonの符号付き順位和検定,,pく0.05

体力軌定植についてTUG.ステップ台昇降は減少すると改善,それ以外は

増加すると改善と評価される｡

ステップ台昇降のみ,1名未実施のためn=9

3.客観的変化 (表 5)

体力測定値の変化を表 5に示した｡ステップ台

昇降以外で有意な差はなかったが,TUG,長座体

前屈,握力,ステップ台昇降,腕挙上角度すべて

の項 目で維持 ･改善がみられた｡ 3カ月後のステッ

プ台昇降測定時間は4.0±0.4(平均値±標準偏差)

砂,教室開始時4.9±1.4秒と比較して有意に短くなっ

た (P〈O.05)｡腕の挙上については, 3カ月後の測

定時,全員が最高角度の180度まで挙上できた｡

Ⅳ.考察

本研究は,地域の高齢者を対象とした健康づく

り教室において,集団と個別の運動プログラムを

提供 し.3カ月後の自覚症状及び日常生活状況.

体力の変化から教室の効果を検討 した｡

1.地域で開催される健康づくり教室が高齢者に

もたらす効果

本研究の対象は,自治公民館の近隣に住む高齢

者であった｡介護予防事業の開催場所として想定

される施設の利用とその関連要因を検討 した研究

において,当該施設までの距離が短いほど利用頻

度が多いことが報告されている (平井,2008)｡

今回,教室の開催場所が自治公民館であったこと

は,高齢者が教室に足を運びやすく参加促進につ

ながっていると考えられる｡また,地域の施設を

活用することで,近隣住民の仲間づくりを促進す

ることが期待できる｡

2.参加者の心身機能の変化

3カ月という短期間で,膝や腰の関節痛の自覚

症状の改善がみられたOまた,膝痛の自覚症状が

改善した者の階段降りや立位での更衣の日常生活

自己評価が高くなっていた｡体力については,移

動動作能力,柔軟性,筋力,昇降動作,肩関節可

動域のいずれも維持 ･向上していた｡対象,測定

項目は異なるが,3カ月間で膝痛の軽減や運動機

能測定の改善といった先行研究 (大捌ら,2010;

分木ら,2009)と同様の効果がみられたことから.

今回の教室及び運動プログラムは痛みの軽減によ

り,高齢者の身体活動を高めた可能性がある.

教室は週 1回 1時間であるが,プログラム-の

参加率や教室参加の継続率が高いことから,教室

に参加 しからだを動かすことが自然と身体活動血

の増加につながったと考えられるOさらに,地域

高齢者の継続的な運動実践においては,日常生活

において,自分なりの身近な運動を見つけること

が重要である (植木,2011)｡今回,参加者には,

教室時以外にも運動を継続できるよう個別の運動

プログラムを提示 した家 トレ記録表とチューブや

ボールを配布 した｡また,健康運動指導士が関節

に負担の少ない身体の動かし方や家庭で実践でき

る運動内容の指導を行った｡個別の運動プログラ

ムの提示や道具の配布,専門職による支援によっ

て,教室時以外の身体活動丑も増加 したと考えら

れる｡

体力測定の結果は健康運動看肇師の資格を有す

る研究者が個別に評価 し,高血圧や関節痛等の健

康問題に対する留意点のコメン トをつけて返却 し

た｡結果のフィー ドバ ックはQOL指標,主観的

健康感,体力改善率 との関連が報告されている

(財団法人健康 ･体力づくり事業財団,2010)｡そ
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のため.対象が自分の体力や健康状態を確認する

機会となり,身体機能の向上及び心の変化につな

がったと推察する｡今回の膝痛 ･腰痛予防や転倒

予防を意織 した集団プログラムと体力測定の結果

に基づいた個別の遊動プログラムが高齢者の心身

機能を改善することが示唆された｡

また.セルフモニタリングは生活機能の改善 率

や体力の改善率との有意な関連が報告されてお り

(財団法人健康 ･体力づくり事業財団,2010),日

誌によるモニタ リングは機能維持が行いやすい

(分木 ら,2009)と述べ られている｡ よって,体

力測定時に実施 した健康状態及び日常生活状況の

自己チェックや 日々の家 トレ記録表は自分の心身

の状態と向き合 うことで自主的な運動実践を促 し

たと考えられる｡

3.健康長寿に向けた元気高齢者に対する健康づ

くり支援

今回,高齢者の自己チェックや体力測定結果の

フィー ドバックが自分のからだと向き合 う機会と

なり,心身機能の維持 ･改善につながっているこ

とが示唆されたC

高齢者の保健行動改善のためには,知識を提供

するだけでなく,高齢者 自身ができる範囲や方法

で,自主的に行動できるよう個々の状況に合わせ

支援 していく必要がある (財団怯人健康 ･体力づ

くり事業財臥 2006)｡地域の元気高齢者の中に

は,要支援 ･要介礎には至らないが健康上の問題

で,例えば膝が痛くて階段を降りることが困難と

いったように,日常生活に影響がある者が含まれ

ている｡今回の健康づくり教室の参加者は,元気

高齢者ではあるが治療中の疾患,自覚症状がまっ

たくない者,通院や服薬治療中の者など健康状態

は様々であった｡

高齢者が加齢に伴 う身体活動丑の低下や運動器

の機能低下を予防 し,安全に自立 した生活を継続

できるためには,個人の心身の状態に合わせた健

康づくりにつなげていくことが重要である｡そこ

でまず,元気長寿社会の構築に向けて,運動指導

者や看護職者といった専門職は高齢者の健康状態

や体力状況を客観的に評価 し.結果のフィー ドバッ

クと対象に合った支援を考え提供 していく必要が

あると考える｡さらに,個人が自分のからだと向

き合い,心やからだの声をききながら,病気や障

害,加齢に伴 う変化などに応 じた健康管理が重要

である (田中,2008)｡高齢者が自覚的な変化を

捉えられるよう健康状億や生活状況の自己チェッ

クの機会を提供 し,健康づくりを支援 していく必

要がある｡

4.研究の限界

対象が10名と少数であったため,個々の変化を

捉えることができた｡一方,性別や年齢別に,也

集団との評価を比較することは国難であった｡今

後.対象数を増や して.他の元気高齢者の体力,

健康状態,日常生活状況と比膜 し,対象の健康特

性を明らかにしていく必要がある｡また,対象の

言葉や表情,家 トレ記録表にみられる行動の変化

を心の変化として捉え評価 していくことも重要で

あると考える｡

さらに,地域の健康づくり教室に参加 している

元気高齢者が看護職に期待する役割を把握 し,元

気長寿社会の構築に向け,対象のニーズに合わせ

た具体的な健康づくり支援策を検討 していくこと

が今後の課題であるD

V.おわUに

今回,高齢者の自己チェックや体力測定結果の

フィー ドバックが自分のからだと向き合 う機会と

なり,心身機能の維持 ･改善につながっているこ

とが示唆された｡

高齢者が加齢に伴う身体活動量の低下や運動器

の機能低下を予防 し,安全に自立 した生活を継続

できるためには,個人の心身の状態に合わせた健

康づくりにつなげていくことが重要である｡元気

長寿社会の構築に向けて,運動指導者や看護職者

といった専門職は高齢者の健康状態や体力状況を

客観的に評価 し,結果のフィー ドバックと対象に

合ったプログラムを考え提供する役割がある｡ま

た,健康状態や生活状況の自己チェックの機会を

提供 し,高齢者が自分のからだと向き合い,心や

からだの声をききながら,自覚的な変化を捉え,
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病気や障害,加齢に伴 う変化 に応 じた健康管理が

できるよう健康づ くりを支援 してい く必要がある｡
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